
7 0 介 護 保 険 サ ー ビ ス 供 給 主 体 と し て の N P O 法 人 （ 四 ッ 谷 ）

介護保険サービス供給主体としてのN P O法人

四ッ谷 有喜

は じめ に

199 7 年に公布された介護保険法に基 づき20 0 0 年 4 月 から導入された介護

保険制度によ っ て ､ わが 国の高齢者介護は ｢措置+ 的な制度から ｢ 契約+

的な制度 へ と転換した ｡ こ の こ と は ､ 介護保険制度の 特殊性による
一

定の

制約は存在するもの の ､ 介護サ ー ビ ス に 関する競争市場にお い て要介護者

が多種多様なサ
ー ビス の 中から必要に応 じてサ ー ビ ス を選択する時代を迎

えた こ とを意味し､ か つ ､ この ような市場が充実する ため に は要介護者の

ニ
ー ズ に即した多種多様なサ ー ビ ス が供給される ことが必要であ る ｡

こ の こ と は ､ 当然 に サ ー ビス の 供給主体の担い 手が多様化する こ とも含

むも の である が ､ こ の 点も含め ､ 介護保険制度の サ ー ビス 供給者として特

定非営利活動法 (以下 ｢ N P O 法+ と いう) に 基 づ い て 法人格を取得した

N P O 法人の役割が介護保険制度にお い て 重要視され て い る ｡

他方で ､ N P O 法自体が新しい 制度である こ とから ､ N P O 法人 の 活動促

進にと っ て ､ どの ような制度設計が望まし い の か と い う視点から ､ 多くの

問題点が指摘されて い る ｡

N P O 法制定前及び制定直後は ､ N P O 法人全体に関して ｢ 制度は どの よ

う に設計される べ きか+ と い う議論が主 であ っ た よう に思われ る が ､ N P O

法人の活動分野は様々 であり ､ 当然､ 活動分野に よ っ て 問題状況は異なる

と い え よう ｡

そ こ で本稿で は ､ 介護サ ー ビス 供給者と し て の N P O 法人を素材に
1
､

N P O 法人を巡 る諸制度とくに法人格付与要件と税制優遇措置との 関係を
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中心 に検討を行う｡

議論の進め方と して は ､ N P O 法の 制定経緯及 び現行制度に つ い て 概観

し ､ 介護保険制度における N P O 法人の位置づ けに つ い て 述 べ た上 で ､ N P O

法人 の法人格付与要件と税制優遇措置に つ い て検討する ｡

1 . N P O 法制定前の議論状況

法人の種類に つ い て 民法は ､ 営利目的 の法人 (営利法人) と公益目的の

法人 ( 公益法人) の 二種類しか認め て おらず､ 営利法人 の設立に つ い て は

準則主義を採用して い る の に対し ､ ･公益法人 の設立 に つ い て は主務官庁の

許可制を採用 して い る ｡ 後者に つ い て 通説的見解によれば ､ ｢ 公益法人 に

なりうる ため の要件として は ､一単 に営利を目的としな い と いう消極的要件

だけで は足 らず､ ･積極的 に公益を目的と しなけれ ばならな い+ とされ て い

る が
2

､ 民法上は公益法人の 許可基準に つ い て は規定がなく､ 許可基準は

主務官庁の 裁量に委ねられ て い る の が実状 であり
3
､ 結果として ､ ｢ 非営

1 介護保険サ ー ビス 供給主体とし て の N P O 法人 を素材とする理 由 に つ い て は

後述す る ｡

2 森泉章 『公益法人 の 研究』(勤草書房 ･ 1 9 77 年) 6 頁｡ こ の よう な通説的見

解 に村 して 能見教授 は ､ ｢ 現在の代表的学説は ､ そ の 目的が 公益 の み に あり､

営利 に存しな い 法人が公益法人で あり､ これ に対 して その 目的が営利 に存する

もの が営利法人で ある ､ とする ｡ そ して民法はそ れ以外に つ い て は 規定して お

らず､ それ故､ 公益も営利も目的と しな い 団体は ､ 特別法がある場合の ほか は

法人 とな る こ とがで きな い ､ とする ｡ これ は公益 と営利 とを い わば 同
一 軸の 両

端に位置するも の と し ､ そ の 中間 に公益で も営利で もな い 領域がある ､ と考え

て い るようで ある ｡ しか し ､ そ の ような理解で はた して よ い の か ｡ 公益性 と非

営利性の 関係 に つ い て 再検討して みる 必要が あ る よう に思 われ る ｡+ と指摘 し

て い る (能見善久 ｢ 公益 団体 に お け る公益性と非営利性+ ジ ュ リ ス ト11 05 号

(1 99 7 年) 5 0 頁 ｡

3 ｢ 公益法人の設立許可 ･ 監督に つ い て は ､ 各府省令お よ び平成 8 年9 月 に閣
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利で はあるが ､ 積極的に公益を目的と しな い 団体や ､ 非営利で か つ 公益を

目的として い る 団体でも主務官庁の許可が得られな い団体は ､ 単にそれら

の団体に法人格を与える特別法がな い と法人化できな い+ と い う状況を招

くこ ととな っ た
4
｡ 民法は ､ 起草当時､ ｢ 公益 に閲しな い 非営利団体+ を意

識的 に法人格付与の対象から除外したようである が
5
､ ｢ 公益 に 閲しな い

非営利団体の法人化の社会的要請が実際に は大きか っ た+ た め に ､ 業界団

体が公益法人 の 形態をと っ て法人格を取得する こ と に伴う問題が生じた
6
｡

つ まり ､ ｢ 本来公益法人になりえな い もの が定款等を適当に作成するなど

して偽 っ て 公益法人にな っ て い ると いう弊害+ が生 じて い た の であ る
7

｡

また ､ 公益法人 の 許可基準は ､ ｢ 公益法人制度の混用や設立され た公益

法人 の事業内容の不適切さが見られたため ､ 規制の強化が求められ ､

-

特

に ､ 法人設立後の 監督には限界がある こ とから ､ 設立時の審査を厳しくす

る方向に進+
8
み ､ か つ 公益法人が税法上 の優遇措置を受ける こ とから ､ こ

の 制度 の混用をも防ぐことを目的と して 主務官庁は設立許可 の審査を厳格

に行う方向 へ と転じ ､ ｢ 具体的 に規定はな い が ､ 主務官庁 の許可 ･ 監督の

なか で ､ 主務官庁 の裁量 に よ っ て ､ 公益法人 になるため に は ､ その事業内

容の公益性と非営利性の他に ､ 原則として ､ 法人として の永続性を担保す

るため に ､ 財団の 設立時に多額 の基本財産を要求されたり ､ 社 団で は会費

を払う多くの社員 (会貞) が必要 であるとされる+
9

｡
こ の ような状況 に よ

議決走され た 『公益法人 の 設立許可 及び指導監督基準』 等が そ の 基準 とされ る

だけであ る+ ( 雨宮孝子 ｢ N P O+ 法セ ミ529 号 (1 99 9 年) 6 5 頁) ｡

4 山本啓 - 雨宮孝子 - 新川達郎編著『N P O と法 ･ 行政』( ミ ネル ヴ ァ 書房 ･ 20

0 2 年) 3 0 頁 ( 雨宮執筆分) ｡

5 中田裕康 ｢公益法人 ･ 中間法人
･

N P O+ ジ ュ リス ト11 26 号 (1 9 98 年) 5 3 頁

6 中田 ･ 前掲 (注 5 ) 5 7 頁

7 こ の こ とが ､ 昭和46 年1 1 月 の法制審議会民法部会財産法小委員会で議論され

た こ と に つ き ､ 須藤純 正 ｢ 中間法人 制度 の 創 設 に 関する 問題点+ N B L 3 72 号

(1 9 8 7 年) 6 頁以下参照｡

8

9

中田
.

･

前掲 ( 注 6 ) 5 7 頁 ｡

山本啓 - 雨宮孝子 - 新川達郎編著 ･ 前掲書 (注 4 ) ･ 3 1 頁 ( 雨宮執筆分) ｡
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り ､ 公益性を有して は い る が小規模な団体が公益法人となる こ と は不可能

とな っ て い っ た ｡

さら に ､ 主務官庁による許可制の 問題点は審査基準の厳格さだけで はな

か っ た ｡ 広範な活動を目的とする団体に と っ て は ､ 縦割り行政と い われ る

官庁の い ずれかを主務官庁として設立許可申請を行う ことは煩雑であるか

または不可能なことであり ､ 結果と して ､ ｢ わ が国の行政 に存在すると い

われ る諸問題を ､ 公益法人制度に持ち込む+ 結果を作り出しf=
10
｡ す な わ

ち ､ ｢ 公益法人はその事業内容によ っ て
- 事業を所管する役所の許可

･ 監

督の もとで活動しなければならな い ｡
- つ まり ､ その 時々 の ニ

ー ズ に合わ

せ て柔軟に村応 して い く N P O に は公益法人制度は利用 しにく い+ もの で

あ っ た
1 1

｡

以上 述 べ た ような民法が定める公益法人制度に関する い わば ｢ 欠陥+ は ､

二 つ の方向性 へ と向かう ｡ 第
一 の 方向性は ､ 公益と営利の 間に存在する多

くの非営利団体を特別法に よ っ て法人化させる と いうも の であり
12
､ 第二

の方向性は多く の ｢ 法人となる こ とを希望するが法人とはならな い ( ある

い はなれ か ､) 団体+ を実在させる と いうも の であ る ｡ い わゆ る ｢ 権利能

力なき社団 ･ 財 団+ が後者 の
一 例 で あり

13
､ ま た ｢ 権利能力なき社 団

･ 財

10 中田 ･ 前掲 ( 注 6 ) 5 7 頁｡

11 山本啓 - 雨宮孝子 - 新川達郎編著
■

･ 前掲書 (注 4 ) ･ 3 1 頁 ( 雨宮執筆分)

12 こ の ような特別法 として ｢社会福祉法 ､ 私立学校法 ､ 宗教法人法な どす で に

1 80 を適える特別法+ をあげる こ とが で き るが ､ 各特別法に お い て 法人格付与

に つ き どの.ような主義を採用するの か に
つ い て は統

一 が とらi t て い か ､ ( 山本

啓 - 雨宮孝子 - 新川達郎編著 ･ 前掲書 (注 4 ) 3 2 頁) ｡

13 全て の 団体が ｢権利能力 なき社 団 ･ 財 団+ と して認 められ る わけで は なく ､

ある団体が ｢権利能力なき社団 ･ 財団+ と して 認め られ る ため
.

に は 一 定の 要件

を充足する必要が ある ｡ 例え ば ｢権利能力なき社団+ につ い て は ､ ｢ 団体と し

て の 組織をそ なえ ､ 多数決の 原則が行われ ､ 構成員の 変更 にもかか わ らず団体

が存続し ､ そ の組織に お い て 代表の 方法､ 総会の 運営
･ 財産管理等団体と して

の 主要 な点が確定して い る+ こ とが必要で ある
■とさ れ て おり (最判昭和3 9 年1 0

月1 5 日民集18 巻 8 号16 71 頁) ､ ま た権利能力なき社 団に対して 民事訴訟上 の 当
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団+ と しても認められ得な い であ ろう任意団体も数多く存在して い る ｡ こ

の ような ｢ 欠陥+ は甘受されてきたわけで はな い ｡ 例えば森泉教授は ､ 民

法が私法人を営利法人と公益法人の 二種類として い る と いう立場そ のもの

を批判し ､ ｢ 他 の 立法例 に見られ る よう に ､ 営利法人と非営利法人と に分

類し､ そ の区別の 基準を 『利益を構成員に分配するか どうか』 におき ､ 利

益 の分配を目的とするも のを営利法人 ､ そうで か - もの を非営利法人+ と

した上 で ､ ｢ 公益法人た る た め に は ､ 非営利法人 の なかか ら ､ さら に公益

法人として の 申請をさせるか ( 認可主義) ､ あ る い は ､ 法に よ っ て 公益性

を予め認定し ､ す べ て の 公益法人を画
一

的 に処理するような方法を考えれ

ばよ い で あ ろう+ と指摘 して い f=
14

｡ また ､ 1 9 6 0 年代半ばから中間法人制

度導入 の 適否に つ い て も論じられ て おり ､ 昭和60 年 に総務庁は法務省に村

して ｢ 公益法人の指導監督等に関する行政観察結果に基 づく勧告+ の なか

で ､ ｢ 公益法人制度の整序､ 公益法人による健全な公益活動の振興等を図

る観点から､ 公益 に閲しな い 非営利団体に つ い て も ､ 中 間法人と して の法

人格を付与する途を開くこ と に つ き検討す べ き旨+ を勧告した
15
｡

つ まり ､ 民法の法人制度に関する批判は ､ 第
一

点目 と して私法人を営利

法人と公益法人 の 二種類 の み であ る と想定した上 で ､ 公益法人の みを民法

の適用村象と して認めた こ と に向けられた の であるが ､ 民法が こ の ような

態度をと っ た こ と に より ､ ｢ 営利性を目的としな い が ( 積極的 に) 公益を

目的としな い 団体+ が法人となる途は特別法が存在する場合にの み開かれ

ると いう結果に至 る ｡ 批判の第二点目は ､ 公益法人 の 許可要件に つ い て 民

事者能力 を認め る 民訴法第2 9 条は､ ｢ 法人で は な い社団又 は財 団で代表者又は

管理人の 定めがあ るもの は ､ その 名にお い て訴､ 又 ､ 又 は 訴えられる ことが で

き る+ と定める ｡

14 森泉 ･ 前掲書 (注 2 ) 4 頁｡

1 5 須藤
･ 前掲 ( 注 7 ) 6 頁 ｡ も っ とも､ 民間の非営利組織の 社会に おける役割

に対する肯定的 な評価 を196 0 年以 降 の ｢市民運動の 延長線上 で と らえ る+ と い

う見方 もあ る (後者の 視点 に立 つ も の として ､ たとえば 日詰 一 幸 ｢ コ ミ ュ ニ テ

ィ へ の ま な ざしと N P O + 法政研究3 巻 3 ･ 4 号 (19 99 年) 9 3 頁以 下参照) ｡
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法が沈黙 しこ れを主務官庁の裁量 に委ねた点に向けられる ｡ こ の こ と によ

り ､ ｢ 縦割行政+ の弊害がそ の まま公益法人許可の弊害に つ な がり ､ か
つ

公益法人 に対す る税制優遇制度と結び つ くこ と で許可要件が厳格化され ､

や はり法人とな る途は閉ざされた の で ある ｡ 結果的には実際の活動内容に

関する区別 で はなく ､ ある団体が特別法の適用範囲内にあるか否かによ っ

て法人格取得の可否が決せられる こととなり ､ か つ 許可要件 の厳格化によ

っ て活動内容が公益的であ っ て も小規模である団体に対す る法人格付与は

不可能とな っ た ｡

森泉教授の 二分法に従うか の よう に ､ 非営利団体の法人化に関する
一 般

法を制定する こ と が必要で あると の指摘もみ られる 中で ､ 19 9 9 年 に N P O

法が成立する ｡ 次 に ､ N P O 法自体の制定経緯に つ い て み て い く こ と に し

よう ｡

2 . N P O 法の制定経緯

すで に見 たとおり民法上 の公益法人制度に関する問題点は ､ 最近 にな っ

て指摘され たもの で はな い ｡ で は ､ なぜ今にな っ て N P O 法が制定された

の か ｡ N P O 法制定の契機とな っ た の は ､ 1 9 9 5 年の 阪神淡路大震災直後か

ら被災者に対し て行われた多くの ボラ ン テ ィ ア活動である と い わ れて い

る
16
｡

わが国 に お い て N P O と して分類され る団体 の活動分野は ､ ｢ 社会福祉

をは じめ ､ 環境､ 文化､ 教育､ ス ポ
ー

ツ ､ 国際協力､ 消費生活な ど､ きわ

めて多岐にわたる ととも
■
に ､ それらを横断して い る場合+ が多か っ 7=

1 7

｡

16 熊代昭彦編著『新日本の N P O 法
一

特定非営利活動促進法の 意義と解説』(ぎ

ょ うせ い ･ 2 00 3 年) 16 2 頁以下参照 ｡

1 7 伊藤裕夫 ｢N P O の 実態 と期待 との 狭 間
一

欧米な ら び に 日本 の 動向か ら+ 都

市間題88 巻 4 号 (1 9 9 7 年) 16 頁 ｡
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こ の ような ｢市民活動団体+ ( 法人とは異なる) の 実状に つ い て経済企画

庁が行 っ た調査 によれば､ 調査当時 (1996 年) ､ その 活動範囲は拡大し て

い た よう であり ､
こ れ に伴い ､ 種々 の 社会的 ･ 制度的な支援の必要性が論

じられる こ と とな っ f= 1 8
｡ 必要とされる支援の具体的内容は ､ 団体の形成

初期段階にお い て は ､ 団体の社会的信用を得る必要及び非営利性の外部 へ

の徴表であり ､ 加えて活動実績を積むに つ れ ､ 継続的に活動をして い く上

で の社会的責任と いう意味で の法人格付与の必要性が発現 し､ また ､ 取引

の主体となる必要からも法人格付与の必要性が発現する と指摘されて い

た
19

｡

また ､ 活動分野 に よ っ て は N P O の みならず公益法人も類似した内容( あ

る い は同
一

内容) の活動を行 っ て い る こ と から､ N P O に対 し て公益法人

と同等の税制優遇措置を認め る前提と して の法人格付与が必要であると い

う指摘も多くあ っ た ｡

公益法人に対する税制優遇は ､ ｢ 本来 は公益法人はその公益性に鑑み て

法人税は非課税とされる べ き である が ､ 例外的に公益法人が収益事業を営

む場合に は ､ 同種 の事業を営む普通法人と の 競走上 の公平を保 つ ため に課

税 の 対象とされる+ と説明され る
20

｡
つ まり ､ 公益法人の収入 のうち ､ 収

益事業のみが法人税の課税対象となる ｡ ま た ､ こ の 収益事業に対して課税

する場合 の税率は ､ 税額計算の基本となる税率に つ き ､ 公益法人等に対し

て は軽減税率が適用される ｡ ま た ､ 公益法人の収入源は収益事業のみ で は

なく ､ 第三者から の寄付金も大きな財源であ る が ､
こ の寄付金に つ い て も

( 寄付者に対する) 税制優遇措置が講じられ て い る ｡ 第 一

に ､ 個人が 一 万

円を超え る特定寄付金を支出した場合には ､ 所得税法上の寄付金控除が認

18 雨宮孝子 - 磯 部カ ニ 江崎芳雄 - 川 井健 - 松原明 - 山田誠
一 ｢( 座談会) N P O

法の検討ジ ュ リ ス ト1 1 05 号 5 頁 (松原発言) ｡

1 9 雨宮他 ･ 前掲 ( 注1 8) 5 頁 ( 松原発言) 0

20 佐藤英昭 ｢ い わ ゆ る ボ ラ ン テ ィ ア 団体法人 をめ ぐる課税関係+ ジ ュ リス ト11

0 5 号 (19 9 7 年) 3 2 頁 ｡
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められて い る ( 所得税法7 8 条) が ､ こ の特定寄付金として認められるも の

の 中 に ､ ｢ 公益法人などに対する寄付金で財務大臣が指定したも の+ が含

まれ て い る
21
｡ 第二 に ､ 寄付者が法人で ある場合 に は ､ ①国又は地方公共

団体に対す る寄付及び指定寄付金を全額損金 に参入する こ が でき ､ ②
一

般

の寄付金も ､ 損金算入限度まで控除でき ､ ③特定公益増進法人に対する寄

付も普通の 寄付金の限度とは別枠の 限度額である
2 2
｡

つ まり ､ 公益法人 に つ い て は ､ 収益事業によ る収入 に関する税制優遇措

置が講じちれて い る の みならず､ 公益法人に対 して寄付をする側 に村する

税制優遇措置も講じられ て おり ､ 後者は公益法人に対して寄付を行うこと

に対する寄付者 - の イ ン セ ン ティ ブともなりうるb

他方で ､ N P O 法制定前に非営利活動を行う団体に顕著で あ っ た権利能

力なき社団
23
も ( 法人格を取得して い な い にも か かわらず) 法人税の課税

対象とされ る
24
｡ 権利能力なき社団 の収入 に村す る課税措置は公益法人と

同様に ､ 収益事業を営む場合に当該事業によ る収益が課税対象とされる ｡

た だ し ､ 税率 に つ い て は公益法人とは異なり軽減税率は適用されず､ 普通

法人と同
一

の 税率である ｡ また ､ 寄付金に関する損金算入規定はなく､ 権

利能力なき社団 に対して寄付を行う こと に へ の イ ン セ ン テ ィ ブは ､ こ の 限

りにお い て 公益法人に対するもの より低 い と い える ｡

N P O 法制定以前､ N P O が法人格取得を希望する主な理由と して ｢ 税制

2 1 現行制度下 で は ､ ｢ 認定 N P O 法人+ に対する寄付金も この 特定寄付金 と し

て認め ら れ る ｡

2 2 西野敏雄 ｢公益法人税制と N P O 法案+ 国士舘法学29号 (1 9 97 年) 6 7 頁 ｡

2 3 N P O 法制定以前 ､ 公益的 な活動を し て い る が法人格を取得して い な い 団体

は､ 権利能力なき社団と して 分類さ れて い た と い えよう｡

24 も っ とも､ 全て の 権利能力なき社団が税法上 ､
一

つ の 課税対象と して認識さ

れる わ けで はな い ｡ 権利能力なき社団で あ っ て も税法上 ､
一

つ の 課税対象と し

て認識 され る た め に は
一 定の 要件が必要で ある ｡ 土の 要件を満 たさ な い 任意の

団体 に つ い て は ､ 当該団体が民法上 の 権利能力 なき社 団と して 認め られ る場合

で あ っ て も ､ 税法上 は
一

つ の課税対象と して は認識さ れ な い ｡
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優遇措置を受けられる こ と+ が挙げられ て い た こ と は前述したとおり であ

る が ､ そ の背景には公益法人と の こ の ような差違が存在して い たため であ

る ｡

以上 の ような状況 にあ っ て N P O 法 の 制定過程にお い て実現が の ぞまれ

た 二 つ の こ と がらは ､ 非営利活動を行う小規模団体に村する法人格付与手

続を容易にする こ と と ､ 法人格を付与された N P O に対し税制優遇措置を

講じ る こ と であ っ た ｡ こ の点 N P O 法制定に より前者は実現されたが ､ 後

者に つ い て は大蔵省(当時) 及 び自民党内部の反発 で盛り込まれなか っ た25 ｡

で は ､ 制定さ れ た N P O 法の 中身は どの ようなも の であ ろうか｡ 本稿 の検

討対象との 関係で は法人格付与要件及び法人格付与手続の 内容が重要であ

る ｡ こ の点を中心 に ､ N P O 法の 特徴に つ い て項を改め て述 べ る ｡

3 . N P O 法の 特徴

N P O 法は ｢ 非営利
一

般 の 法人法+ で はなく ｢ 民法3 4 条の公益法人の特

別法として制定され たため ､ 民法3 4 条 の公益法人との棲み分けをする意味

で+ 同法の 適用範囲に つ い て様々 な要件を規定して い る が ､ ｢ そのうちも

つ とも重要な点は ､ 『特定非営利活動』 をおこなう ことを主たる目的とす

る団体である こ と+ で ある
26

｡

N P O 法は別表で 同法の適用を受ける団体の 活動分野を17 分野
2 7
に 限定し､

2 5 中江章吾『日本の N P O シ ス テ ム ー 医療福祉サ ー ビ ス の N P O』( エ ヌ ピ ー

通

信社 ･ 1 9 9 8 年) 3 0 頁 ｡ なお ､ N P O 法は議員立 法に より制定さ れ た法律で あ る

が ､ 法制定過革ま で の 政治的議論等に つ い て は ､ 熊代 ･ 前掲書 (16) 16 2 頁以

下参照 ｡

26 山本他 ･ 前掲書 (注11) 3 9 頁 ( 雨宮執筆分) ｡

2 7 N P O 法制定時 は ､ 1 2 分野 で あ っ た が ､ 5 分野 が追加 さ れ平成1 5 年改正 に よ

り活動分野 は1 7 分野とな っ た｡
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か つ 活動の目的は ｢ 不特定か つ 多数 のも の の利益 の増進 に寄与する こ と+

とされ た ( N P O 法第2 条) ｡ つ まり ､ 別表に か かげる1 7 分野を活動分野 と

する団体で あ っ て も ｢ 特定の個人や団体 の利益 (『私益』) を目的とする者

や ､ 構成員相互 の利益 (『共益』) を目的とする+ 者は ､ N P O 法 の 適用範

囲外と し て い る
28
｡ さ ら に N P O 法は第3 条 1 号 で社員資格及び役員資格

に関する規定を､ 同条第2 項で布教活動等を主た る目的としな い こ と及び

政治活動を行う ことを主た る目的と しな い こ とを要件とし て い る ｡ N P O

法 に基 づ い て法人格を取得しようとす る 団体は ､ N P O 法第10 条 に掲げ る

書類を添付した申請書を所轄庁に提出し
29
､ 設立 の 認証を受けかナれ ばな

らな い とされ る が ､
こ の 認証 の 申請が N P O 法第12 条各号の 規定に適合す

ると認めらL れ る とき に は ､ 所轄庁はそ の設立を認証 しなければならず ( 同

条第1 項) ､ か つ 正当理由がある場合を除き ､ 所轄庁は申請を受理した日

から4 ケ月以内に認証又は不認証の決定を行わなければならな い ( 同条第

2 項)
30
｡

こ の 法人格付与手続は ､ N P O 法の 最も重要な特徴であると い われ て い

る ｡ なぜなら ､ 前述 した公益法人に対する法人格付与手続にお い て は許可

基準が所轄庁 の裁量 に委ねられ て おり申請する側 に と っ て は手続き自体が

不透明であ っ た こ とと比較して ､ N P O 法は条文上 ､ 認証基準を明確化す

28 鈴木高文 ｢『特定非営利活動促進法』 に つ い て+ 都市間題研究50 巻1 2 号 (1 99

8 年) 68 頁｡ なお ､ 特定の 者の利益を増進する こ とを目
■
的とする団体の うち ､

団体の 構成員 (社員) に共通す る利益 を図る こ とを目 的と し ､ か つ 剰余金 を社

員に分 配する こ とを目 的と しな い 社団に つ い て は ､ 平成1 4 年に施行さ れた中間

法人法に基づ い て法人格を取得する こ とが可能と な っ た ｡ 中間法人法に つ い て

は ､ 例えば ､ 森泉章 『新 ･ 法人法入門』(有斐閣 ･ 2 00 4 年) 1 7 0 頁以下､ 野本俊

輔他編著･ 隠 解新 しい 中間法人制度』(経済法令研究会
･ 2b o 2 年) 等を参照 ｡

29 必要書類 に は定款も含まれ る ｡ なお ､ 定款の 必要的記載事項に つ い て は N P O

法第11 条参照｡

3 0 こ の 点 は ､ 社会福祉法人及び農業協同組合等に適用さ れ る ｢ 認可+ に近 い と

さ れる (熊代 ･ 前掲書 (注16) 7 8 頁 ｡
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る と とも に認証又 は不認証 の決定を原則と して認証申請受理日から4 ケ月

以内と規定して い る からで ある ｡

こ の 認証手続と の関係で N P O 法 の 特徴をもう 1 点挙げるとすれば､ 認

証申請 の相手先で ある所轄庁に関する規定である ｡ N P O 法上 の所轄庁は ､

原則として ､ 団体の事務所がある都道府県の知事であり ､ 例外的 に 二以上

の都道府県の 区域内に事務所を設置する団体に つ い て は内閣総理大臣が所

轄庁となる ( N P O 法第9 条) ｡ こ の 点は ､ 民法に基 づく公益法人制度にお

い て実質的に は ｢ 縦割り行政の弊害+ が持ち込まれ ､ 公益法人の活動内容

が当該法人を管轄する省庁の担当する範囲内に限定され る傾向にあるか ､

公益法人が広範な活動を行う場合に は複数の省庁による管轄を受けなけれ

ばならな い と いう制約があ っ た こ と と に対する批判が大きか っ た こ と に配

慮したもの と い え よう ｡

つ まり ｢ 法人格認証要件の 明確化及び法人格取得の 簡便性+ に つ い て は ､

立法の 目的をほ ぼ達成 したと い え る ｡

で は ､ 税制優遇措置に つ い て N P O 法及び租税制度は どの ような枠組み

を用意した の か ｡

N P O 法制定の際 ､
こ の 点は活発 に議論され た ｡ しか し ､ 税制優遇措置

を設ける ためには法人格認証要件を厳格化する必要がある との主張に押さ

れ ､ ｢ 法人格取得の簡便性か税制優遇措置か+ の 二者択
一 を迫られた結果 ､

N P O 法は税制優遇措置に関する規定を盛り込むことなく法案が成立 した ｡

ただ､ N P O 法の 附則に お い て施行後3 年以内に検討を加え､ そ の結果 に

基 づ い て 必要な措置が講ぜられるも のとされた ｡

結果とし て ､‾ 改正前 N P O 法 に よれば N P O 法人 に村する課税 は法人格

の な い 社団等と同様であり ､ 公益法人 に対する税制措置と は異なり収益事

業 へ の 課税率の摩滅措置は認められず
3 1

､ か つ 寄付金控除の適用はなか っ

3 1 法人格の な い 社団等と同様に収益事業に対 して 課税さ れ る わけで ある が ､ 特

定非営利活動法第5 条に いう ｢収益事業+ と (何 に対 して 課税す るか に つ い て
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た ｡ こ の 点 に つ い て は ､ ｢ N P O 法人 にと っ て ､ 寄付金控除は活動資金の

充実に不可欠で ある+ にも か か わらず N P O 法 には こ の 点が盛り込まれな

か っ た と して批判され
32
､ ま た ､ _ N P O の 資金調達手段を拡充する ため に ､

寄付金控除に関す る税制優遇措置を検討する ベ き である との指摘も見られ

た
3 3
｡ N P O 法制定後 の議論は概 ね税制優遇措置を N P O 法に盛り込まなか

っ た こと に つ い て否定的なもの であ っ た ｡

N P O 法施行後､ 超党派の N P O 議員連盟が中心 とな っ て検討が行われ ､

平成15 年に改正 N P O 法が施行さ れる が
34

､
こ の 税制優遇措置に つ い て は

それ以前に平成13 年10月 1 日 に ｢ 認定 N P O 法人制度+ が施行され ､ 租税

特別法の 定め に従い ､ 国税庁長官の認定を受けた特定非営利活動法人 ( い

わ ゆ る ｢ 認定 N P O 法人+) に対す る寄付金控除の特例が認められ た ｡

認定 N P O 法人 の 認定は国税庁が行うが ､
■こ の 認定 に関するおもな項目

は次の とおりである ｡ すなわち ､ ｢ ①総収入額のうち寄付金総額 (寄付金

と補助金 ･ 助成金) の割合が 3 分の 1 以上 である こ と(彰
一

個人や
一

団体か

ら の寄付金や助成金に つ い て は ､ 寄付金総額の 2 % 以内しか総収入額に参

入できな い③おな じく ､ 30 00 円未満の寄付金は参入で きな い④寄付金総額

の7 0
0
/. 以上 が非営利活動をお こなう事業費に使われ て い る こ と(参事業活動

の50 % 以上 がその N P O の 会員以外の ため の もの である こ と⑥青色申告法

人とおなじ複式簿記による貴重がお こなわれ て い る こ と(う認定期間は 2 年

規定す る) 法人税法上 の ｢収益事業+ の 定義は全く異なる点 に注意する必要が

ある ｡ こ の こ と に つ い て 詳細 は､ 赤塚和俊 『N P O 法人の 税務 【新版】』(花伝

社 1 20 0 2 年) 2 8 頁以下参照｡

32 雨宮孝子 ｢N P O 法 -

そ の 運用 の 実際と見直しの ポイ ン トは何か+ 法セ ミ54 2

号 (20 00 年) 63 頁 ｡

33 西野 ･ 前掲 (注2 2) 9 3 頁 ｡

34 こ の ときの 主 な改正点は ､ ｢ ①特定非営利活動の種類 を追加する ､ ②設立 の

認証 の 申請手続きを簡素化する ､ 暴力団を排除する ため の措置を強化す る な ど

の 規定を盛り込ん だもの+ で あ る (熊代 ･ 前掲書 (注16) 14 頁) ｡ 個 々 の 改正

点に関する詳細は､ 同書1 4 頁以下 参照 ｡
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間で ､ 過去 2 年間の活動をもとに して再申請し､ 国税庁が認定する こ と+
35

で あり ､ こ の ほ か に ､ (参事業内容の適正性(釘運営組織の適正性⑲経理の適

正性⑪情報公開が要件と される
36

｡
こ れ ら の 要件を満た した N P O 法人 に

対す る寄付金は租税特別措置法に基 づき損金算入に関する特例措置が講じ

られる ｡ つ まり ､ 認定 N P O 法人 に対する租税優遇措置は公益法人に対す

るもの と同 一 の 扱 い となり ､ 認定 N P O 法人 にと っ て は寄付を受ける機会

が増加 しうると い える ｡

で は ､ こ の 認定 N P O 法人制度は N P O 法人 の 活動促進 に対 して有益だ

と い え る の だろうか ｡ あ る N P O 法人が認定 N P O 法人と し て認定され た

場合に は税制優遇措置が受けられる の であ るから ､ その 限りにお い て は有

益 であ る と い え よう ｡ だ が ､ 認定要件自体が非常 に厳し い と い われ て おり ､

平成14 年 7 月30 日時点で ､ 租税特別措置法第6 6 条 の1 1 の 2 第 2 項に基づき

国税庁により認定 N P O 法人 と して 認定された法人は 8 法人 の み で あ る
3 7
｡

つ まり ､ 大部分 の N P O 法人 に つ い て は課税措置に関す る改正以降も適用

される課税制度は権利能力なき社団と同様 の も の とな っ て い る ｡ ま た ､ 認

定 N P O 法人制度 に対 して は ､ ｢ N P O 支援税制とはか たちばかり で 中味

がな い+ と いう批判を加えられて い る
3 8

｡ た だ ､ 認 定 N P O 法人 と して 認

定する ため の 要件が厳格である こ と は ､ 租税優遇措置を与えるため には要

件が厳格であ る ことが必要であ ると の 理由からであ ろうと思われ ､ 他方で

N P O 法の法人認証要件自体は簡素化されて い る こ と ､ 租税優遇措置を講

じるため には何らかの認定要件が必要であ る こ と は事実であり ､ 問題 は現

行制度の要件が厳格すぎるか否か ､ 仮 に厳格すぎる と いう結論に達した場.

合に他に基準とな るもの がありうるかと い う点に絞られ る ことにな ろう ｡

こ の 点､ N P O の 社会 に お ける役割が有益なも の で あ る と い え る ならば､

35

36

37

38

山本他 ･ 前掲書 (注1 1) 10 頁 - 11 頁 ( 山本執筆分) ｡

山本他 ･ 前掲書 (注1 1) 48 頁 ( 雨宮執筆分) ｡

平野嘉秋編著 『新しい 法人制度』(財団法人大蔵財務協会 ･ 2 00 2 年) 2 7 頁｡

山本他 ･ 前掲書 (荏l l) 4 7 頁 ( 雨宮執筆分) ｡
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寄付金控除を含めた支援策を講じる必要性を肯定する ことにもなりうる し ､

有益性と の 関係で新たな基準を見出すことが可能であれば､ 法人税法に基

づく認定 N P O 法人として は認め られなし? N P O 法人 に つ い て も寄付金控

除に関する優遇措置及び収益事業に関する課税率の低率化を考慮する余地

は残されよう ｡ こ の ような認識ゆえに N P O 法制定前後を通 じて 法人格付

与要件ととも に N P O に対する税制優遇措置が論じられ てきた とも言える

の で はな い だろうか ｡ 従前の議論で は ､ N P O 全体 に関し て公益法人と同

様に税制優遇措置が与えられ る べ きか否か ､ と い う視点から論じられ てき

たも の と思われるが ､ ひ と くち に N P O と い っ て も ､ 様 々 な活動分野があ

り ､ 分野 に よ っ て N P O 法人 が期待され て い る役割ある い は担う べ き役割

は異なる ｡
一

定の 場合に税制優遇措置が講じられる べ き である ､ と いう点

で あ る程度の
一

致をみ た現時点にお い て は ､ N P O をめ ぐる状況を活動分

野ごとに分析 した上 で ､ 税 制優遇措置を含む制度設計が論じられ る こ とが

必要 であ ろう ｡ そ こ で ､ 以下 で は N P O 法人 が介護保険サ ー ビス 供給主体

で ある場合に つ い て ､ こ の ような余地を認め る こ とが できるか否かを検証

して いく ｡

こ こ で ､ 1 7 ある N P O 法人 の 活動分･野 のうち介護保険サ ー ビス 供給主体

とし て活動する N P O 法人を取り上 げる理由は第
一

に ､ N P O 法人 のうち

約半数の 活動分野が ｢ 保険 ･ 医療. ･ 福祉+ で ある こ と で あり
39
､ 第二 の 理

由は ､ 後述するように介護保険制度にお ける N P O 法人 の役割が重要視さ

れて い る点 に着目するから である ｡

3 9 平成1 2 年現在で ､ N P O 法人 の4 5 . 1 % の 活動分野 が ｢ 保険 ･ 医療 ･ 福祉+ で

･ ある (｢『特如F 営利活動法人 の 活動 ･J 運営の 実態に 関する調査』 要旨+ h tt p :/ /

w w w 5 . c a o . g o .j p /2 0 00 / c/ 0 4 25 c -jitt ai .b t m l (2 00 4 年10 月 1 日現在) 参照) ｡
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4 . 介護保険制度の概要

老人福祉法制定以前 ､

■わが国における介護施策は ｢
一

般施策として の 生

活保護によ っ て カ バ
ー される の み であり､ 福祉 ･ 介護保障として はみる べ

き施策は少な い ｡ ま た ､ 施策は施設中心であり ､ 内容も『更正』『保護』『養

護』『養老』 と呼ばれ ､ 介護は生活扶助 に埋没 して い た+
40

｡ 1 9 63 年の 老人

福祉法制定以後 ､ 1986 年に 出さ れ た ｢ 長寿社会対策大綱+ を契機に19 8 9 年

に は民間老後施設整備促進法が制定され､ 民力活用 ･ 市場化 の準備が始ま

り ､ 1 9 9 0 年の 老人福祉法等福祉関連八法改正にお い て ､ ｢ 在宅サ
ー ビス の

法制化 ､ 〔福祉施策の〕 地方 へ の権限委譲､ そ して 国庫負担の削減等が行

われた+
41

｡ 次い で19 95 年に高齢社会村策基本法が制定され ､ 第二次橋本内

閣以降､ 介護保険法及び社会福祉法が制定され ､ 200 3 年度か ら い わゆ る｢ 措

置+ か ら ｢ 契約+ へ と介護福祉政策は大きく転換する
4 2
｡

と は い え ､ 介護保険制度開始前 の わが国に おけ る介護保障は ､ 財源 ･ 対

象ともに制限的なもの であ っ たと い える ｡ すなわち ､ 大前提として ､ 介護

は家庭 で行う こ とを原則と し (介護内部化) ､ ｢ 家族介護を期待できな い

身寄りの な い 者の た め の 制限的な福祉施策として ､ 限定的な租税財源の 枠

の 中 で+ 行政が施策の内容や村象を決定する ｢措置+ と いう形態により行

われ て きた
43
｡ しか し , 家族を巡る環境の 変化ある い は家族社会の変化は

｢多く の経済的問題や福祉問題 ､ それ とか かわり法律的問題を生み出し､

その 介護費用にも関連して ､ 長期介護をめ ぐり ､ 私的扶養 ベ
ー

ス の 介護か

ら社会的介護制度論を提起した+
44

｡ また ､ 平均寿命が大きく伸びた ことに

4 0 井上 英夫｢ 医療保障法 ･ 介護保障法 の形成と展 開+ 日本社会保障法学会編『講

座社会保障法 第4 巻 医療保障法 ･ 介護保障法』(2 0 01 年) 8 頁｡

41 井上 ･ 前掲 (注40) 10 頁 ｡

4 2 詳細につ い て は ､ 井上 ･ 前掲 ( 注4 0) 1 0 頁以下参照 ｡

43 本沢 巳代子 ｢介護保障法の体系と構造 一権利論の 視点か ら+ 日本社会保障法

学会編 『講座社会保障法第4 巻 医療保障法 ･ 介護保障法』(20 0 1 年) 1 4 7 頁｡

4 4 佐藤進｢高齢社会と『介護をめ ぐる 法政策』の 現状 と課題
一

長期の 介護(L o n g
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伴 い 超高齢化社会が到来 し つ つ ある こ とも含め て考えれば､ 租税財源に よ

る介護制度を維持する こ と は困難であ っ た と い え よう･ ｡ 加え て ､ 介護 ニ
ー

ズ が多様化 し､ こ の ニ
ー ズ に 応え る介護保障シ ス テ ム を従前 の シ ス テ ム の

中 で実現する こ と は困難 であ っ た
4 5

｡
こ の ｢ 困難さ+ を打破する ため の

一

つ の 施策が ｢ 措置+ から ｢契約+ - と いう施策の 方向転換である ｡

こ の ｢ 措置+ か ら ｢ 契約+ へ の方向転換に つ い て説明を加えてお こう ｡

介護保険制度実施以後 の介護保障は介護保険制度以前 の介護保障とは大き

く異なる ｡ 介護保険制度にお い て は ､ 要介護者
46
の ｢ 要介護度+ を認定し

た上 で ､ 要介護者の要介護度にあわせ て ､ (1)介護給付 ､ (2)予防給付 ､ (3)市

町村特別給付の い ずれかを給付する制度であり
4 7
､ こ れ らサ ー ビ ス の供給

主体は事前に介護保険法が定め る指定制度により指定を受けたも の である

( こ の指定制度に つ い て は後述する)
48
｡ 要介護者すなわち介護サ

ー ビス の

受給権者は保険サ
ー ビス の受給権を有する が ､ こ の 受給権は実際には保険

者からの現物支給によ っ て実現される の で はなく
4 9
､ 各受給権者の要介護

te r m c a r e) へ の 対応 と して の 『介護保険』 制度をめ ぐ っ て
- + 立正 法学論集

28 巻 1 - 4 号 (19 9 5 年) 99 頁｡

45 本沢 ･ 前掲 (注4 3) 0

46 介護保険法は､ 被保険者 を｢市町村の 区域内に住所 を有する6 5 歳以上 の 者(介

保 9 条 1 号｡ こ れ に該当する者を ｢第1 号被保険者+ という) 及 び ｢ 市町村区

域内 に住所を有する4 0 歳以上6 4 歳未満の 医療保険加入 者 (介保 9 条 2 号 ｡ こ れ

に該当する者 を ｢第 2 号被保険者+ と いう) に分 け､ 第 1 号被保険者 に つ い て

は ､ 要介護状態と な っ た原因に つ い て掛酌する こ となく ｢ 要介護者+ とする が ,

第2 号被保険者に つ い て は ､ 要介護状態と な っ た原因が介護保険法の定め る｢特

定疾病+ (介護保険法施行例 2 条参照) に該当す る場合 に の み ､ こ れ を要介護

者とする ｡

4 7 介護保険法18 条参照 ｡ なお ､ 市町村特別給付とは ､ 要介護状態の 軽減､ 悪化

の 防止又は要介護状態 となる こと の予防 に資す る保険給付で ある (介護保険法

52 - 6 2 条参照) ｡

48 た だ し､ 介護保険法は ､ 介護保険法上 の 指定要件を満たさ な い 者 が提供する

サ ー ビ ス を保険給付 として 認め る権限 を市町村 に対 して 与えて い る ｡

49 た だ し比較法的観点に たて ば ､ わが 国の 介護保障制度 は ｢現物給付型+ に分
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度 に よ っ て定められた限度額 の範囲内で ｢保険給付+ と して ､ 法定された

介護サ
ー ビス の利用 に要した費用の 9 割を介護保険給付費として受領する

権利とし て実現され る の で あり
50
､ か つ ｢ 通常 の場合に は ､ 介護サ ー ビス

を提供した指定事業者や介護保険施設が ､ 受給者に代わ っ て保険給付費を

代錘受領する こ と になる+ と さ れ る
51
｡
つ まり ､ 保険給付の 内容である介

護サ
ー ビス 自体は保険者から直接給付される の で はなく ､ 指定事業者や介

護保険施設から給付され､ サ ー ビス を給付した指定事業者や介護保険施設

が介護サ
ー ビス 費用 の 9 割分 の介護保険給付費を保険者から受領する シ ス

テ ム である ｡

こ の ような シ ス テ ム にお い て は ､ 要介護度に対応 した介護給付サ ー ビ ス

を選択しなければならな い と いう制限は存在するが ､ こ の 制限の範囲内で ､

被保険者はサ ー ビ ス の 供給主体及びサ
ー ビス の 内容を自由に選択した上 で

サ
ー ビ ス を受ける ｡ こ の相手方及び内容選択 の自由が ､ 従前の措置的な性

格をも っ た介護施策とは大きく異なる点で あろう ｡

被保険者と介護サ ー ビス 提供者との 間の ｢ 契約+ は ｢ 介護保険契約+ と

称される ｡ 介護保険契約の
一

方当事者である事業者等に つ い て は介護保険

法に基 づく ｢指定制度+ が導入され て い る ｡ すなわち ､ 事業者等は ､ ①指

定居宅サ
ー ビス 事業者､ ②指定居宅介護支援事業者､ (勤介護保険施設に分

類されて おり ､ こ れ らに関する指定要件が介護保険法上定められ て い るが ､

加え て④指定要件を満たさな い 者が提供するサ ー ビス に つ い て保険給付と

類され る (本沢 巳代子 ｢介護保障法の体系と構造 一 権利論 の 視点から+ 日本社

会保障法学会編『講座社会保障法第4 巻 医療保障法 ･ 介護保障法』(2 00 1 年)

1 51 頁) ｡

50 ただ し､ 例外に該当する場合 に は被保 険者が ､ い っ たん 全額を事業者 に支払

っ た後､ 本来保険者が負担する べ きで あ っ た･9 割分 の償還 払 い を受ける ｡

5 1 本沢 ･ 前掲 (注49) 15 9 頁 ｡ こ の ような方式は介護保険実務上 ､ ｢ 代理受領+

とさ れて い る が ､ こ の ような関係を民法上 も代理受領 とと らえる べ きで は ない

こ とに つ い て は ､ 拙稿 ｢介護保険報酬債権の 担保化 に 関す る 一

考察+ 法政理論

38 巻 1 号 (20 0 5 年) 10 5 頁以 下参照 ｡
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認 め る権限を市町村に対して 与えて い る
52

｡ ④に分類されるも の は ､ ｢ 要

介護状態の軽減､ 悪化の 防止又は要介護状態とな る ことの予防に資する保

険給付とされる+
53
｡ 介護保険契約が他 の契約類型とは異なり

一 方当事者で

ある事業者等に こ の ような制約を設ける趣旨は ､ 提供され るサ
ー ビス の質

を確保する こ とにある とされる
54

｡

で は ､ 介護保険法上(∋ - ④ の いずれかに指定される ため の 要件とは どの

ようなも の であ ろうか ｡ 本稿と の 関係で 言えば､ N P O 法人 が行う事業は

③以外であ ろう ｡ こ のうち①及び②に つ い て は ､ 第70 条以下 に規定があ る ｡

まず､ 指定居宅サ
ー ビス 事業者も指定居宅介護支援事業者も法人に限定

され (介保第7O 条第 1 項1 号及び第79 条第2 項 1 号参照)
55
､ 厚生労働大臣

が定める設備及び運営に関する基準
56 を満た して い る こ とが必要で ある(介

保第70 条第2 項 2 号､ 同第74 条1 項､ 同条2 項 ､ 同第79 条第2 項 2 号 ､ 同

第8 1 条第 1 項､ 同条第2 項) ｡ ま た ､ 提供するサ
ー ビス の 質に 関する自己

評価等必要な措置を講ずる こ と に よりサ
ー ビス を受ける者の 立場に立 っ て

これを提供する ように努めなければならな い とさ れ て い る ( 介保第73 条1

項及び同第8 7 条1 項) ｡ なお ､ ④ に つ い て は各市町村 の 条例 に より要件そ

の他が定められ る
■
( 介保第62 条参照) ｡

以上 は ､ N P O 法人の みならず介護保険法に基 づ き介護サ
ー ビス を提供

5 2 増田幸弘 ｢ 介護提供体制の 組織と構造
-

サ
ー

ビ ス の質を保障する観点か ら+

日本社会保障法学会編 『講座社会保障法第4 巻 医療保障法 ･ 介護保障法』

(20 0 1 年) 1 93 - 1 94 頁｡

53 鹿瀬真理子 ｢介護保険給付の 実態と課題+ 日本社会保障法学会編 『講座社会

保障法第4 巻 医療保障法 ･ 介護保障法』(20 0 1 年) 16 9 頁 ｡

54 前掲 (注5 2) (2 00 1 年) 1 91 頁｡

55 こ の ため ､ 介護保険サ ー ビ ス を行おうとする 団体は法人格を取痔しな けれ ば

ならな い ｡

56 指定居宅サ ー ビス 事業者に つ い て古j: ､ ｢ 指定居宅サ
ー ビ ス 等の事業の 人員 ､

設備及び運営 に関する基準+ ( 平成十
一

年三月三 十
一

日 ･ 厚生省令第三十七号) ､

指定居 宅介護支援事業者 に つ い て は ､ ｢指定居宅介護支援等 の 事業の 人員及び

運営に関する 基準+ (平成1 1 年3 月31 日 ･ 厚生省令38 号) ｡
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する主体全て に共通して適用される要件である ｡

で は次に ､ 現行介護保険法にと どまらず､ 介護サ
ー ビス 提供主体として

N P O に対 して 求め られ て い るも の は何か ｡ 検討 の対象を現行介護保険法

から介護福祉政策にう つ そう｡

5 . 介護福祉政策実施過程における N P O 法人の役割

介護保険法施行後もなお ､ 介護保険制度を含む介護福祉政策は改革の途

上にあると い える ｡ 前述 したとおり ､ 介護保険制度導入は ､ 介護を ｢措置

から契約 へ+ と移行させ た こ とを意味するが ､ 契約原理が導入され る こ と

の
一

つ の 目的は ､

一

律的な介護給付で はなく ､ 各要介護者の個別の ニ ー ズ

に合わせ た介護サ ー ビ ス の 僕給を実現する こ と にあり ､ そう である とすれ

ば多種多様な介護サ ー ビス メ ニ ュ ー を用意する必要があると い えよう 0

介護保険法に基 づき提供されるサ ー ビス は ､ 大きく分けて ｢ 施設サ ー ビ

ス+ と ｢ 在宅サ ー ビ ス+ の 二種類に分類する こ と が でき る ｡ 超高齢化社会

を迎え つ つ あ る わ が国に お い て は ､ い ず れ の サ ー ビ ス も質 ･ 量 とも に充実

させ て い く こ と が望まれ るが ､ 今後 ､ 特に 重要性をまして い く の は ｢ 在宅

サ ー ビ ス+ で あ る と い わ れ て い る ｡

例えば､ 厚労省介護制度改革本部は ､ 介護制度見直しの基本的視座の 一

つ と して ｢『明るく活力ある超高齢社会』 を築く観点か ら ､ 要介護状態の

予防 ･ 改善を重視した 『予防重視型シ ス テ ム』 へ の転換を図る こ と が重要

である+ と し
57

､ ｢ 要介護状態になる前 の段階から ､ 要支援､ 要介護1 程

度まで の 高齢者に対して ､ 統
一

的 な体系 の 下 で ､ 効果的な介護予防サ ー ビ

ス が提供され る 『総合的な介護予防シ ス テ ム』 を確立する必要がある+
58
と

5 7

58

厚労省介護制度改革本部 ｢ 介護制度 の 見直し に つ い て+ 2 頁 ｡

厚労省介護制度改革本部∴ 前掲 (注5 7) 6 頁｡
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提言する ｡ さらに改革本部は ｢高齢者独居世帯や高齢者夫婦の み の世帯が ､

介護が必要とな っ て も ､ で きる限り住み慣れた地域 で人生を送 る ことが可

能となる ような 『地域ケア』 体制を整備して い く こ と が求め られる ｡ こ の

ため ､ 『夜間 ･ 緊急時の 対応』 も視野に置 い た 『包括的
･ 継続的なケ ア体

制』 と ､ 地域 における総合的な マ ネジ メ ン ト体制の 整備を進める とともに ､

これを支える『地域基盤』 を面的に整備する取組みが求められ る+ とする
59
｡

ま た ､ 後者と の 関連で介護制度改革本部は ､ 全 国的に共通する従来型のサ

ー ビ ス を ｢
一

般的なサ
ー ビ ス+ と位置付けた上 で ､ 新た に ､ ｢ 利用 が主と

して市町村の圏域内に と どまる ､ 地域 に密着したサ
ー ビス+ を ｢ 地域密着

型サ ー ビス+ と して位置付ける
60

｡

介護福祉政策における N P O 法人の役割が重要となる の は ､ 後者の地域

密着型サ
ー ビス で あろう ｡ 介護保険制度導入以前から既 に行われ てき て い

た
一

般的なサ
ー ビス は ､

一

定規模 の組織による運営が必要で あり ､ か つ 定

式化 ･ 定量化が可能なもの で ある ｡ こ の ようなサ
ー ビス の充実に つ い て は

従前から存在する社会福祉法人や医療法人等が行うサ
ー ビス の内容を充実

させ て い く こ とが適切 である場合が多 い であろう ｡ ま た ､
一

定規模を有す

る営利法人が ､ こ の分野 の サ
+ ビ ス 提供 に参入した場合にも ､ 定式化

･ 定

量化が可能なことか ら採算性がとれる分野で あると い えよう｡

逆に ､ 地域密着型サ
ー ビス は こ れらの法人にと っ て は実現しにく い 内容

を含むサ
ー ビス で ある ｡ なぜならば､ 個 々 の 地域 の状況ある い は特性に応

じたサ ー ビス を提供する こ とが望まれる こ とから ､ 業務内容を定式化
･ 定

量化する こ と が困難な性質をも っ たサ
ー ビス を提供する こ とが望まれ て お

り ､ また ､
こ の 場合の ｢ 地域+ と は単に市区町村の ような単位とは異なる

59 厚労省介護制度改革本部
･

前掲 (注5 7) 7 頁｡

60 厚労省介護制度改革本部 ･ 前掲 (注57) 1 2 頁 ｡ なお ､ 同13 頁 で は こ の ｢ 地域

密着型サ
ー ビス+ は従前か ら主と して 医療法人や社会福祉法人に よ っ で行われ

てき たサ
ー

ビス と対置させ る 意味で ｢′ト規模 ･ 多機能型 サ ー ビ ス+ と して位置

付けられ て い る ｡
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ヨ リ小 さな単位が想定され て い る とみ る べ き であるから である ｡

さ ら に ､ 営利法人 の参入可能性と の 関連 で言えば､ 必ずしも営利事業を

営め る ほ どの採算性が見込めるようなサ ー ビス と は い えな い 側面があ る こ

とも容易に想像で きよう ｡

また ､ 個々 の 要介護者の ニ ー ズ に で き る限り応えるきめ細かなサ ー ビ ス

を行うため には ､ サ ー ビス を利用する側 の視点に立 っ て サ ー ビス の 内容を

策定するような対応も求められ る ｡

サ ー ビス の 内容 ･ 規模から い っ て も ､ 大規模な組織は こ の ようなサ ー ビ

ス を業務内容とする に は不向きであり ､ 従 っ て ､ こ の 種 の サ ー ビ ス 提供は

小規模な組織で行われ る ほうが望ましく ､ か つ 利用者の 立場に立 つ こ とが

要求されて い る こ とから考えあわせ ると ､ こ の 地域密着型サ
ー ビ ス に は

N P O 法人が最も適切で ある と い えよう ｡

次 に ､ 福祉 サ ー ビス の質向上 の ため の 第三者評価制度との 関連性 に つ い

て触れ る
6 1
｡ 厚労省 ｢福祉サ ー ビ ス の 質に関する検討会+ は ､ 平成11 年3

月 に ｢福祉サ ー ビ大 の 質の向上 に関する基本方針+
62

( 以下 ｢ 基本方針+ と

いう) を ､ 平成13 年3 月 に ｢福祉サ ー ビ ス における第三者評価事業に関す

る報告書+
63

( 以下 ､ ｢ 報告書+ と いう) を作成した ｡

基本方針は ､ ｢(1)社会福祉基礎構造改革にお い て ､ 利用者本位の福祉サ

ー ビ ス 利用制度 へ の転換を行うに当た っ て は ､ 利用者の福祉サ ー ビス 利用

を支援する ため ､ 権利擁護､ 苦情解決､ 事業の透明性の確保 の ため の方策

と併せ て ､ サ ー ビス に 関する基準の 策定 ､ サ
ー ビス 評価な ど の仕組みを充

61 介護保険サ
ー ビス を含む福祉 サ ー ビス 全般を対象とする 制度で ある ｡

62 h tt p :/ / w w w l ･ m hl w . g o .jp / h o u d o u / 1 1 0 3 / h O3 0 2 -3
_
1 6 .h t m l (20 0 4 年 9 月3 0 日現

在)

63 ht t p:/ / w w w . m hl w
. g o .j p / shi n gi / 0 10 3 / s O3 2 3 - 3 .h t m l ( 20 0 4 年1 2 月 1 日現在) な

お ､ 同検討会 の 第三者評価 に 関す る 中間ま と め は ､
‾
htt p :/ / w w w l . m hl w . g o .j p /

s hi n gi/ s OO O 6/ sO 6 02
- 1

_
1 6 .h t m l ( 2 00 4 年 9 月3 0 日現在) で 入 手 す る こ と が で き

る ｡



法政理論第3 8 巻第 2 号 ( 20 0 5 年) 9 1

実､ 強化する必要がある+ と し ､ 具体的 に は ｢(1)外形的基準の みならず､

サ ー ビス の内容に関する基準を設ける こ と に より必要な水準を確保する と

ともに ､ (2)サ ー ビス の 質を第三者が客観的に評価する仕組みを設ける こ と

に より､ より良い サ
ー ビ ス の提供に向けた事業者の取組を促進する こ とが

必要である+ とす る ｡

こ こ に いう ｢ サ
ー ビス の質を第三者が客観的に評価する仕組み+ が第三

者評価事業で ある が ､ こ れ に つ い て報告書は ､ 当面 ､ 1 都道府県あたり 1

っ の第三者評価機関をおく ことと し､ 評価基準を ｢ 7 つ の 『評価対象』､

2 5 の 『評価分類』､ 4 6 の 『評価項目』､ 93 の 『評価細目』 で構成+ して おり ､

評価結果の公表む子つ い て は ､ 受審者全員に つ い て 公表する
べ き である とし

て い る ｡

また ､ 事業者が提供するサ
ー ビス に対す る第三者評価は厚労省が検討し

て い るも の に限定され るも の で はな い ｡ い く つ か の 地方自治体や 関連分野

の既存の評価機構等による第三者評価が行われ て い る
64
｡ こ れらは い ずれ

も ｢ 介護福祉政策の充実+ と いう側面から要求され て い るも の で あ ると い

えるが ､ 介護サ
ー ビス 供給契約に代表される ｢福祉サ

ー ビス の供給を媒介

する契約+ 上 の債務不履行責任 の有無を判断するため に ｢ 契約上 の債務と

して どの ような質の サ
ー ビス を提供しなければならな い か+ を判断する基

準の必要性も指摘され て い る
6 5
｡ さ ら に ､ 介護保険制度見直しと の 関係で

は ､ この 第三者評価の導入で はなく ､ ｢ すべ て の介護サ
ー ビス 事業所を対

象として ､ 当該事業所が現に行 っ て い る事柄を第三者が客観的に調査
･ 確

認し ､ そ の結果の全て を定期的に開示する仕組み の 導入とそ の た め の 開示

6 4 笠井修｢福祉契約に おけるサ
ー ビス の 『質』 の評価+ 筑波法政3 5号(200 3 年)

43 頁
･

4 4 頁参照 ｡

65 笠井 ･ 前掲 (注64) 参照 ｡ 同論文は ､ ｢〔契約責任追及の ため の〕 評価の 基

準が な い と自由競争の メ リ ッ トが 十分 に得られず ､ ま た ､ 契約 の 導入 に よる契

約責任追及が有用な手段 とな らな い ｡ とくに ､ 介護保険の_ような制度
の 適切 な

普及も望め な い こ と に な ろう+ ( 同論文4 0 頁) と指摘する ｡
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情報の標準化を進め る と いう方向+ が示され て い る
66

以上述 べ た とお り､ 介護サ
ー ビス 提供事業者とし て の N P O 法人 は ､ 介

護福祉サ ー ビス の 充実の た め に重要な役割を要求され ､ かつ 提供するサ ー

ビス に つ い て は第三者評価を受ける こ と になる ｡

6 . 検 討

既述した点を踏まえて介護サ ー ビ ス 供給主体と して の N P O 法人 に つ い

て法人格付与要件及び税制優遇措置に つ い て ､ こ こ で検討する ｡

介護福祉サ ー ビ ス の 充実にお い て ､ N P O 法人が担う役割が大き い こと

は既に述 べ たとおり である ｡ 介護保険法は同法に基 づく指定事業者になる

ため の要件と して ､ 事業者が法人であ る こ とを要求し て い る が ､ N P O 法

が制定された こ と に より介護保険サ
ー ビス を提供する団体が法人格を取得

する途が開かれ ､ こ の 要件を満たすことが できる ようにな っ た ｡ ま た ､ N P O

法が特定非営利活動を行う団体に対して法人格を付与する途を開 い ただけ

で はなく ､ 法人格付与のため の要件及び手続を明確化した こ と は肯定的に

評価する こ と が できよう ｡

した が っ て N P O 法人の 一 般論 に お い て指摘され て い る こ とと同様に ､

こ こ で も問題 となる の が税制優遇措置と の 関係である ｡

現行制度は ､ 特定非営利活動を行う団体に対する法人格付与要件自体は

容易にし ､ 税制優遇措置を認証する要件は厳格にすると いう制度設計であ

る ｡ この ように ､ 法人格付与要件と税制優遇措置認証要件とを分けて考え

る こ と は ､ 公益法人を巡る制度設計とは異な るも の で ある が ､ こ の ような

制度設計はわが国 に限 っ た こ と で はなく N P O 先進国と い われ る ア メリ カ

でも同様に制度設計が採られ て い る ｡

6 6 稲森公嘉 ｢介護保険制度見直しの 方向+ ･( ジ ュ リ ス ト1 2 82 号 (200 5 年) 88 頁 ｡
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そ こ で議論 の参考とする ために ､ N P O 法先進国と い わ れ る ア メ リ カ に

おける非営利組織に対する課税制度を概観して みよう ｡

ア メ リ カ お い て は ､ 民 間 の非営利組織は ｢ N P O + と し て 分類されて お

り
6 7
､ 民 間 非営 利 ･ 公 益 活動 を 行う 組 織 を つ く る 際 に は ､ ｢ 法 人

( c o r p o r a ti o n) + ｢ 信託(t r u st) + も しくは｢ 人格の な い 社団( u ni n c o r p o r a t e d

a s s o ciati o n s)+ の い ずれかを選択する こ とが できる が ､
一

般に は ｢ 法人+

の組織形態が広く選択され て い る
68

｡ 他の 領域と同様に ､ 法人 に関する法

に つ い て も州法に規定がある が､ 多く の州 で は N P O に対 し ､ 営利法人 の

場合と同様 に準則主義に基 づ い て法人格を付与して い る
6 9
｡
い い かえれば ､

｢ N P O は法的 に は 『非配当 の 原則』
一 括動 に よ っ て 生 じ た利益を設立者

や出資者､ ま た理事や会員に分配せず､ そのすべ てを目的とする活動に再

投資する こ とを誓約する民間法人と定義され+ ､ 州務庁 へ の 登録に よ っ て

設立する こ とが できる
70
｡

つ まり ､ 日本の状況とは異なり ､ 民間 の非営利団体に つ い て 公益法人制

度と N P O 法人 の ような区別はなく ､ わが国にお い て 公益法人と して分類

されるような法人もア メ リ カ にお い て は N P O の うち の 1 つ とされ､ 団体

自身が法人格を取得する か否か に つ い て 選択 し ､ 仮 に法人格取得を望む場

合に は州務庁 へ の 登録と いう簡便な手段によ っ て法人を設立する こ とが で

きる と いう制度設計とな っ て い る ｡

6 7 あく まで ｢ N P O+ で あ っ て ｢ N P O 法人+ で は な い こ と に注意する 必要があ

る ｡

6 8 石村耕治 ｢欧米主要国 の N P O 法制と税制+ ジュ リ ス ト1 1 0 5号 (19 9 7 年) 39

頁｡

6 9 石村 ･ 前掲 (注68) 39 頁｡ 同論文は ､ ア メ リ カ の 制度に つ い て 概観 して い る ｡

なお ､ ニ ュ
ー ヨ ー ク州の ｢ ニ ュ ー ヨ ー ク 州非営利法人法+ に つ い て は ､ 渋脊敏

｢ ニ ュ ー ヨ ー ク 州の 非営利組織 ( N P O) - ｢ ニ ュ ー ヨ
ー ク 州非営利法人法+

を手がかりと して - + レ フ ァ レ ン ス 57 1 号 (1 99 8 年) 3 1 頁以下参照｡

7 0 伊藤裕夫 ｢N P O の 実態 と期待と の 狭 間
一 欧米な らび に 日本 の 動向か ら - +

都市間題88 巻 4 号 (199 7 年) 6
-

7 頁 ｡
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し た が っ て わが 国 に おける N P O 活動 のイ メ ー ジ と. は異なり､ ｢ N P O

の 活動分野は ､ 保健医療､ 教育 ､ 社会福祉サ ー ビス
､ 宗教 ､ 文化芸術 ､ そ

の他慈善括動と い っ た伝統的な社会サ ー ビス 領域か ら､ 最近 は消費者運動 ､

環境保護､ 人権擁護､ 開発協力と い っ た社会改革的な活動まで ､ き わ めて

多岐にわた っ て おり ､ こう し た N P O は全米 で13 0 万団体以上 ､ 経済規模

に して年間総所得3 , 1 6 0 億 ドル ( G D P 比6 . 8 % ) ､ 雇用数 ( ボ ラ ン テ ィ ア を

除く) 930 万人 ( 仝雇用人 口比6 . 7 % )+ と い わ れ て い る
71

｡
つ まり､ わ が 国

で は特別法の要件を満たす こ と に よ っ て 公益法人として法人格を付与され

て い る医療福祉法人 ･ 社会福祉法人 ･ 学校法人 ･ 宗教法人 の ような法人か

ら､ 草の根的な活動を行うボ ラ ン テ ィ ア 団体ま で全 てが ｢ N P O+ と して

分類される
72
･
｡

次に ､ ア メ リ カ における N P O に対する課税措置に つ い て見て み よう ｡

わが国 に おける課税対象に関する分類 ､ すなわち税法上 ､ 収益事業と して

課税され るも の と こ れ以外の も の と いう分類と は若干異なり ､ ア メ リ カ に

お い て は N P O が行う事業を ｢本来の 事業+ と ｢ 非関連事業+ と に分類 し

て い る ｡ ま た ､ わ が国の制度に お い て は ､ 公益法人 ･ N P O 法人 ･ 法人格

なき社団い ずれ に対しても税法上 の収益事業を行 っ た場合に当該事業から

得た収入が課税対象となる が ､ ア メ リ カ の N P O が 行う本来 の事業に対す

る課税措置に つ い て は ｢ N P O が法人格を取得した と して も ､ 本来の事業

は自動的に課税除外とはならな い ｡ 課税除外となる ため に は ､ 法人格の有

無とは無関係 に ､ N P O が本来 の 事業に専念して い る か どうかな どに つ い

て新た に課税庁の 審査を受け､ それ に合格する必要がある+ とされて い る
73
｡

次に ､ こ の ｢ 免税制+ に よ っ て免税措置を受けた N P O が行う事業 のうち

7 1 伊藤 ･

前掲 (柱7 0) 7 頁｡

7 2 た だ し､ ある N P O･ が 医療福祉法人 ･ 社会福祉法人 ･

学校法人 ･ 宗教法人等

と して の 活動を行う際に は ､ 個別 に 判断が行 われる ｡ つ まり､ 法人格付与とこ
■ れ らの 活動 と の 関係が 日本 にお ける場合と正反対 に な っ て い る の で ある ｡

73 石村 ･ 前掲 (注68) 4 0 頁｡
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ある部分が ｢ 関連事業+ と して非課税とされる の か ｢ 非関連事業+ と して

課税対象となる か否か は免税とされ た本来 の事業と ｢ 実質的関連性+ があ

る か否か で判断され ､ ｢ 非関連事業所得に対する連邦法人税率は ､ 営利法

人 の所得に村する の と同じで ある+
74
0

た だし ､ こ の 非関連事業基準に よ っ て N P O の 活動 のうち ､ あ る部分を

非関連事業と して課税対象とする こ と に つ い て は ､ N P O の 活動 に よ っ て

は容易 で はな い 部分がある と指摘され て い る こ と に留意す る必要がある
75
｡

結論を言えば､ N P O 先進国と. 評 さ れ
る ア メ リ カ の N I

) 0 制 度も ､ N P O

の 活動に対して積極的であ る の は法人格付与の側面 の
■

み であり ､ 税制優遇

措置に関して は ､ 法人格取得によ っ て行う事業が自動的に免税とされるわ

けで はなく ､ また N P O の 活動のうち ど の部分を免税とするかと い う点に

つ い て は法人格付与とは別の 基準によ っ て決せ られ て おり ､ か つ 課税対象

とされた事業に つ い て は営利法人と同率の法人税率が課せ られ る と いう こ

と にな る ｡

で は ､ ア メ リ カ に おける N P O に対する寄付金控除制度はどの ような仕

組みとな っ て い る の で あろうか ｡ 概略すれ ば､ N P O が法人格を取得 した

か らと い っ て 自動的 に寄付金控除制度が適用され る わけ で な い の はもち ろ

ん ､ た とえ免税措置を受けた N P O で あ っ て も活動分野によ っ て は寄付金

控除を受けられな い と いう仕組みとな っ て い る
76
｡

以上 の こ とから言える ことは ､ 第
一

に ア メ リ カ車こお い て は法人格取得要

件と租税優遇措置とは切り離され て考えられて おり ､
こ の 点わが国におけ

る
.
N P O 法人を巡る制度も同様であ る と い える

77
｡ 次に ､ ア メ リ カ に お い

7 4 石村 ･ 前掲 (注6 8) 4 1 頁 ｡

75 石村
･ 前掲 (注68) 論文参照｡

76 石村
･ 前掲 (注68) 論文参照｡

7 7 他方で わが国にお ける公益法人 をめ ぐる状況に つ い て は前述 したとおりで あ

り
_
,
こ の ような諸外国に おける傾向と は異 な っ て い る 点に留意する必要があろ

う｡
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ー ビ ス 供給主体と して の N P O 法人 ( 四ッ谷)

て は N P O 全体に対して税制優遇措置が講じられて い る わけ で はなく ､ わ

が国に おける認定 N P O 法人制度に対する批判と同様に税制優遇対象とな

る要件は ( わ が国 の 認定 N P O 法人 に対する要件ほ どで はな い にせ よ) 厳

格であ る し ､ 税制優遇を受けるか否か の基準が当該 N P O ( 法人) の 活動

に関する公益性を判断する基準として実質的に機能しかねな
■
い と いう批判

も見受けられ る ｡
一

見 ､ 模範的 に見える ア メ リ カ の 制度で さえ ､ N P O の

活動 に有益 であ る の は法人格取得の簡便性 の み であり ､ もう 1 つ の 重要な

｢ 支援策+ で ある税制優遇に関して は ､ わが 国と同じような問題を抱えて

い る と い え よう ｡

で は ､ 翻 っ て 本稿の検討村象で ある介護保険サ
ー ビス 供給主体と して の

N P O 法人に つ い て は どの よう に考える べ き であ ろうか ｡ こ の ような N P O

法人は ､ ｢ 介護福祉市場+ に お い て 公益法人等と競争関係に立 つ ｡ こ のう

ち ､ 公益法人に つ い て は税制優遇措置が充実して い る が ､ 認定 N P O 法人

を の ぞく N P O 法人 は公益法人と比較して寄付金控除に関する優遇措置が

講じられ ておらず ､ 同
一

市場 に おける競争と いう側面からみた場合､ N P O

法人 は公益法人と比較して不利な状況にあると い える ｡

問題 は ､ 第
一

に ､ こ の ような状況が改善される べ き であ るかと いう点で

あり､ 第二 に仮 に改善される べ き である とし て認定 N P O 法人 の 認定基準

以外に優遇措置を認め る ため の基準が考えられ る か と いう点である ｡

第
一

点目 に つ い て は ､ 既 に 述 べ たとおり､ 当該分野 に おける N P O が 担

う役割の重要性､ 特に ｢ 地域密着型サ
ー ビス+ の 実施主体として の重要性

を考慮する必要がある ｡ ｢ 地域密着型サ
ー ビス+ に代表されるようなサ ー

ビス の供給は公共サ
ー ビス の需要と僕給との ギャ ッ プを埋める役割をも果

たしうる N P O 法人が担うも の で あり ､ また ､ ｢ ニ
ー ズ に対す る横断的村

応性や即応性ある い は フ ッ トワ ー ク の軽快さ ､ そ して政府セ クタ
ー と比較

した場合の効率性や職員の積極性な ど+ が N P O に村する肯定的な評価と

して指摘されて い る
78
こ と も考えあわせ れば､ 現状 は甘受される べ き で は

な い と い う結論に至る ｡
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次に ､ 第二点目に つ い て は ､ 介護保険法に基 づく指定事業者である こ と

をも っ て税制優遇措置を認め る基準とする こ と が考えられるょ

こ の よう に解する こ との理由の
一

つ は ､ 介護保険法第4 条第2 項は ｢ 国

民は ､ 共同連帯の理念に基 づき ､ 介護保険事業に要する費用を公平に負担

するも? とする+ と規定して い る こ と にある ｡ こ こ に いう費用の公平負担

は第
一

義的 に は介護保険料 の支払であろうが ､ 同項の文言及び趣旨からす

れば介護サ ー ビ ス 提供事業者として認証された者に対す る税制優遇措置は

肯定されると い え よう ｡ 他方で こ の ように解する と ､ 介護保険法上 の事業

者であれば営利法人も税制優遇措置を受ける こ と になり妥当で はな い の で

はな い か+ と いう批判が考えられるが ､ 筆者は こ の よう に考えるもの で は

な い ｡ 既 に 述 べ たとおり ､ N P O 法人 が担うの は ､ 介意保険サ ー ビス のう

ち比較的規模が大きし､ 公益法人や営利法人として成り立 つ だけの営利性を

追求する営利法人には馴染まな い が ､ しか し望まし い 制度運用 に と っ て 重

要な分野 に属するようなサ ー ビス
■

で ある Q こ の種 の サ
ー ビ ス は ､ 本来､ 介

護保険の保険者である行政が行う べ きも の であ る が ､ ｢ 社会全体にお い て

誰がサ ー ビス を供給する の が最適か+ と いう視点から N P O 法人 が担うも

の で ある とも い え る か ら､ N P O 法人が営利法人と は異なり公益法人と同

様に税制優遇を受ける こ とは肯定される ｡ すなわち ､ こ の ような観点から

すれば税制優遇を受ける こ とを許容され る の は ､ 介護保険法に基 づく指定

車業者のうち公益法人と N P O 法人である と いう こ と に卑る ｡

なお ､ 公益法人 の法人格認証要件が厳格化された理由の
一

つ が税制優遇

措置 の悪用を防ぐこと にあ っ た点に着目すれば ､ こ こ で指定車業者である

N P O 法人 に対する税制優遇措置を許容する こ とを目指すこ と で ､ 指定要

件を厳格化する こ と にな る の で はな い か ､ と いう問題が提起されるかもし

れな い ｡ しか し ､ こ の点で注意す べ き点は ､ 介護保険法が同法 の事業者と

して指定する ため の 要件を介護保険法で定めるとともに ､ 指定に つ い て更

78 日詰
･ 前掲 (注16) 10 1 頁｡
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新制とす る こ とを検討し､ ま た指定事業者に つ い て第三者評価事業を含む

事後的審査を前提として い る こ とである ｡ したが っ て ､ 指定の段階 で不必

要 に要件を厳格化する必要はなく ､ 事後的審査にお い ても介護保険制度を

担う.に相応し
い 実態を備えて い る こ とを監視する シ ス テ ム を介護保険制度

自体が用意して い る こ と で足りると考える べ き である ｡ む しろ ､ 事後的な

監視シ ス テ ム で ある第三者評価基準等が税制優遇措置を講じる こ との影響

によ っ て多少 ､ 厳格化される こ と は昨今指摘され て い る 悪質な介護保険事

業者に よる介護報酬 の不正請求な どq) 現状 に鑑みれば ､ む しろ介護保険制

度にと っ て も望ま しい ことと言えるかも しれな い ｡

以上 ､ 述 べ て き た とおり介護サ
ー ビス 提供主体として の N P O 法人は認

定 N P O 法人と はならな い場合で あ っ て も税制優遇措置を肯定され る余地

はあるも のと考える ｡


